




組合規約の改定に関する説明 
 

１．法人化に伴う改定 

【改定内容】 

法人化に伴う非公務員化により、労働組合法、労働関係調整法、労働基準法等が適用される

ことに対応した改定。 
 
 

２．賛助組合員制度の設置に関する事項 

【改定内容】 

賛助組合員（年会費3,000円）の制度を追加。 
 
【趣旨】 

退職組合員との関係を継続するための改定。 
 

 

３．特別執行委員設置に関する事項 

【改定内容】 

執行委員とは別に、執行委員会の業務を補佐する者として、特別執行委員を置く。 
 
【趣旨】 

執行委員が 1 年で交替する現状にあって、運動の継続を保障すること、執行委員を適宜サポートする

体制を整えることで運動を強化するために改定。 
 
 

４．執行委員長の欠員に関する事項 

【改定内容】 

執行委員長に欠員が生じた場合、現執行部から代行者の選出を可とする。 
 
【趣旨】 

旧規約では「委員長が欠員となった場合は３０日以内に選挙により選出」しなければならなかった。

委員長在任期間中に管理監督者の地位にある役職者に就くことがあったことを踏まえ、団体交渉中に委

員長が不在になった場合でも迅速に対応するための改定。 
 
 

５．書記長の欠員に関する事項 

【改定内容】 

書記長に欠員が生じた場合、書記次長が代行することを可とする変更を行う。 
 
【趣旨】 

旧規約では「書記長事故あるときはその代理をする」とあったが、欠員が生じた場合の対応について

は、明確な定めがなかった。欠員時も含めて書記次長の代行を可とする改定。 
 
 
 
 
 



 

６．執行委員の人数に関する事項 

【改定内容】 

副執行委員長の人数を1～2名に変更する。 
 

【趣旨】 
旧規約では副執行委員長は2名としていたが、2003年から 1名体制となっており現状との齟齬が発生

していた。2 名体制の可能性を維持し、現状を容認するための改定。 
 
 

７．会計監査に関する事項 

7-1【改定内容】 

監査委員の人数を2名に変更する。 
 
【趣旨】 

旧規約では監査委員は 3 名だったが、監査日程の調整が難行する傾向にあった。また、監査委員は、

他の役職との兼任が不可であるため、担当者の選出が困難になりつつあった。規約作成時と比較して予

算規模が縮小していることも考慮し、改定した。 
 
 
7-2【改定内容】 

兼任が認められない役職として、執行委員を明記する。 
 

【趣旨】 
第65回定期大会の規約変更で、執行委員を補佐することを目的として特別執行委員が設けられた。特

別執行委員は執行委員会には参加せず、議決権もないことから、兼任が認められない役職には該当しな

いことを明確にするために改定した。 
 
 
7-3【改定内容】 

専門的資格を有する監査人による監査が、最終的な監査報告と解されるように変更する。 
 

【趣旨】 
旧規約では、専門的資格を有する監査人による証明を付記した会計報告に対して、（専門的資格がない）

監査委員会が監査を行うこととされており、資格上の上下が逆転していたため改定した。 
 

 

８．管理監督者に関する事項 

【改定内容】 

組合員資格のない管理監督者を、「学長、理事会構成員及びこれらに準じる者」とする。 

なお、準じる者とは、各学域長、経営協議会構成員、学長補佐のなかで経営・人事・労務を

担当する者、病院長、副病院長、部長、人事・労務・経理を担当する課長、人事・労務に直接

かかわる職務を担当する副課長および係長とする。 
 
【趣旨】 

旧規約では、労働組合法第２条を記載して組合員資格を定めていた。しかし、学域再編により「管理

職」が大幅に増えたため、組合員資格をわかりやすく定める必要がでてきた。労働組合法第 2 条の趣旨

をふまえ、対象者を具体的に明記するための改定。 
 


